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定期監査の結果について 

 

 

地方自治法第 199 条第 4 項の規定に基づき、定期監査を実施したので、同条第 9 項

によりその結果を提出し、かつ、公表する。 

 

記 

 

1 監査の対象  市民部 市民・人権同和対策課 

 

2 監査の期間  令和 4年 2月   1日から 

令和 4年 2月  28日まで 

 

3 監査の要領 

今回の定期監査は、令和 3年度(令和 3年 12月末日現在)における市民・人権同和対

策課の所管に係る財務事務等を対象に関係資料の提出を求め、職員から説明を聴取し実

施した。 

 

4 監査の結果 

市民・人権同和対策課は 2係を擁し、参事以下 29人（うち、再任用職員 1人、任期

付職員 1人、会計年度任用職員 14人を含む)の職員で構成されている。 

各係の主な分掌事務として、市民年金係は、住民基本台帳事務、戸籍事務、人口動態

調査、印鑑の登録及び証明、住居表示施行、特別永住許可事務関係、自動車臨時運行許

可、死体(胎)埋火葬許可、墓地、納骨堂及び火葬場に関すること、国民年金制度の啓発

普及、国民年金被保険者の適用、国民年金関係の諸届の進達に関すること等の事務事業

等。 

人権・同和対策係は、社会人権教育及び啓発、社会教育事業に係る施設の維持管理、

庁内の案内及び放送、法律相談、行政相談、同和対策事業の推進及び指導・総合的企画



及び調査、同和対策事業長期計画の集約調整、同和地区住宅貸付資金の償還、同和対策

事業推進会議、専修学校等技能習得資金貸与、不良環境及び低環境地区改善施設整備事

業による福祉施設に関すること等の事務事業を執行されている。 

 

(1) 予算の執行状況等 

歳入は、一般会計においては、予算現額 1億 5,972万 8,000円に対し調定額 4,630

万 1,649円で、収入済額は 4,581万 7,439円となっている。 

予算現額に対する収入済額の比率は 28.68％、調定額に対する収入済額の比率は

98.95％である。 

予算現額に対する収入済額の比率がやや低率であるのは、国庫支出金の国庫補助金

では、総務費国庫補助金で総務費補助金の個人番号カード等関連事務費補助金で

3,499 万 7,000 円、県支出金の県補助金では、民生費県補助金の社会福祉費補助金

で、隣保館地域改善対策事業費補助金 4,155万円等が未収入のためである。 

また、同和地区住宅資金貸付事業特別会計においては、予算現額 1,132万円に対し

調定額 3億 7,715万 1,889円で、収入済額は 1,605万 1,482円となっている。 

予算現額に対する収入済額の比率は 141.80％、調定額に対する収入済額の比率は 

4.26％である。 

歳出は、一般会計においては、予算現額 4億 1,039万 9,000円に対し支出済額 1

億 2,526万 5,709円で、執行率は 30.52％となっている。 

執行率が低いのは、民生費の社会福祉費では、社会福祉総務費の委託料で、法律相

談委託料 62万 9,000円、負担金補助及び交付金で、同和対策推進団体補助金 710万

8,800円、中央隣保館費の委託料で、工事管理業務委託料 381万 1,000円、社会同

和学級費の報償費で、社会教育事業費補助金 223 万 8,500 円、戸籍住民基本台帳費

では、戸籍住民基本台帳費の委託料で住民票等受渡し業務委託料2,134万5,292円、

衛生費では、保健衛生費の火葬場費で、需用費の修繕料で火葬場に係る修繕料 1 億

6,443万 6,000円、委託料の火葬場予約システム導入委託料 179万 1,000円、火葬

場空調設備改修基本設計委託料 143万円が未執行のためである。 

また、同和地区住宅資金貸付事業特別会計においては、予算現額 165 万 2,000 円

に対し、支出済額 69万 9,375円で、執行率は 42.34％となっている。 

市民・人権同和対策課が、令和 3年 4月 1日から令和 3年 12月末日までの間に実

施した主な事務事業に係る歳入歳出は、次のとおりである。 

一般会計の歳入の主なものは、使用料及び手数料の使用料では、衛生使用料の保健

衛生使用料で、火葬場使用料 1,461万 7,000円、手数料では、民生手数料の戸籍住

民基本台帳手数料で、住民票をはじめとする戸籍・印鑑証明等諸証明の発行手数料と

して 1,779万 5,106円、国庫支出金の国庫補助金では、総務費国庫補助金の個人番

号カード等関連事務費補助金 668 万 2,000 円、委託金では、民生費委託金の国民年

金費事務委託金で、基礎年金等事務委託金 624万 6,000円等が収入されている。 



最近 3ヵ年の火葬場の使用状況は、次表のとおりである。 

 

火葬場の使用状況 

(令和 3年 12月末日現在) 

区  分 
市    内 市    外 合    計 

件数（件） 金  額（円） 件数（件） 金  額（円） 件数（件） 金  額（円） 

令和元年度 684 16,612,500 
52 3,582,000 736 20,194,500 

（内生活保護受給者） 55 687,500 

令和 2年度 739 18,212,500 
43 2,778,000 782 20,990,500 

（内生活保護受給者） 64 800,000 

令和 3年度 532 13,034,000 
39 2,556,000 571 15,590,000 

（内生活保護受給者） 47 587,500 

 

各種手数料の収入状況は、次表のとおりである。 

 

各種手数料の収入状況 

                            (令和 3年 12月末日現在） 

      種別 

区別 

戸籍等手数料 
(内コンビニ交付) 

住民票手数料 
(内コンビニ交付) 

印鑑証明手数料 
(内コンビニ交付) 

諸証明手数料 
(内コンビニ交付) 

件数(件) 
11,943 

（387） 

21,395 

（1,422） 

10,867 

（970） 

8,516 

（107） 

金額(円) 
6,810,800 

（65,700） 

6,134,100 

（142,200） 

3,066,100 

（97,000） 

2,533,400 

（10,700） 

 

印鑑登録 

再交付手数料 

公 簿 閲 覧    

手 数 料 

臨 時 運 行   

許可手数料 
住宅証明に

関する手数料 
合   計 

1,588 89 441 187 
55,026 

（2,886） 

476,400 26,700 330,750 243,100 
19,621,350 

（315,600） 

 

一般会計の歳出の主なものは、民生費の戸籍住民基本台帳費では、戸籍住民基本台

帳費の需用費で、証明書等自動交付機保守及び消耗品費等 44万 4,671円、委託料で、

住民票等受渡し業務委託料 1,527万 2,708円、個人番号カード交付及び申請支援事

務業務委託料 626万 7,272円、戸籍情報電算システム改修委託料 39万 6,000円、



使用料及び賃借料で、諸証明コンビニ交付サービス使用料253万円が支出されている。 

また、一般会計・繰越明許費の歳出の主なものは、民生費の戸籍住民基本台帳費で

は、戸籍住民基本台帳費の委託料で、コンビニ交付クラウドシステム導入業務委託料

2,915万円、自動証明書交付サービス導入業務委託料 624万 9,100円が支出されて

いる。 

 

住民登録世帯数及び人口の状況は、次表のとおりである。 

 

世帯数及び人口の状況 

                          （令和 3年 12月末日現在） 

区 分 世帯数（世帯） 人 口（人） 
男 女 区 分（人） 

男 女 

令和元年度 27,133 56,647 26,726 29,921 

令和 2年度 27,328 56,494 26,694 29,800 

令和 3年度 27,383 55,941 26,377 29,564 

 

国民年金費では、国民年金事務費の需用費で、消耗品費 12万 7,190円、委託料で、

国民年金窓口業務委託料 150万 7,726円等が支出されている。 

国民年金は、公的年金制度の柱であり、保険料の収納事務等が国の直接執行事務に

移行したが、市町村は、国民年金の加入・喪失等及び免除申請の受付・進達に関する

ことなどの法定受託事務や、口座振替等の促進、広報・年金相談などの国との協力・

連携事務を担っており、自治体の役割は依然として大きいものがある。 

国民年金被保険者数は、次表のとおりである。 

           

国民年金被保険者数 

                                           （令和 3年 12月末日現在） 

     適用種別 

年度 
第 1号被保険者数(人)  任意被保険者数(人) 第 3号被保険者数(人) 合   計 (人 ) 

令和元年度 5,843 60 3,034 8,937 

令和 2年度 5,833 58 2,921 8,812 

令和 3年度 5,803 56 2,837 8,696 



衛生費の保健衛生費では、保健衛生総務費の需用費で、直方市中泉第一納骨堂防水

等修繕工事他 1件の修繕料 484万 4,400円、火葬場費の需用費で、燃料費 208万

1,395円、光熱水費 176万 3,109円、委託料で、火葬業務委託料 1,215万 8,608

円等が支出されている。 

    民生費の社会福祉費では、社会福祉総務費の需用費で、下境生活館倉庫及びブロッ

ク塀解体工事等 156 万 4,200円、負担金補助及び交付金で、同和対策推進団体補助

金 189万 1,200円、人権擁護委員協議会負担金 46万 9,000円、更生保護推進事業

費補助金 44万 3,400円等が支出されている。 

    中央隣保館費の需用費で、中央隣保館に係る光熱水費 89万 416円が、委託料で清

掃委託料 78万 1,880円、浄化槽管理委託料 23万 2,800円等が支出されている。 

中央隣保館では教養文化活動や地域交流活動を行っており、中央隣保館の利用状況

は、次表のとおりである。 

 

令和 3年度中央隣保館利用状況 

   (単位:人)（令和 3年 12月末日現在）  

  月別 

室別 
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計 

生活改善室 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

会議室 63 0 12 159 0 0 40 46 0 320 

第一研修室 0 0 0 5 22 0 10 0 0 37 

第二研修室 0 5 0 4 0 0 0 0 0 9 

相談室 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

遊戯室 0 0 0 58 44 0 0 0 0 102 

一階和室 0 0 0 0 0 0 0 13 62 75 

その他 5 4 3 15 0 1 5 0 1 34 

合 計 68 9 15 241 66 1 55 59 63 577 

 

    同和教育推進費の報償費で、企業同和問題研修会講師謝金 6万円、需用費で、講演

会時に配布する啓発物品配布用タオル等消耗品費 19万 6,846円、企業同和問題研修

用テキストの印刷製本費 18 万 8,100 円、委託料で、市報のおがた作成業務委託料、

同和問題啓発標語看板作製掲示業務委託料、人権週間看板作製掲示業務委託料 120万

1,530円が、社会同和学級費の報償費で、社会同和学級講師謝金 98万 9,500円が支

出されている。    

 同和地区住宅資金貸付事業特別会計の歳入の主なものは、事業収入の貸付金元利収

入では、住宅資金貸付金元利収入の元金収入 289万 3,658円、利子収入 53万 6,542

円が収入されている。 

歳出の主なものは、総務費の総務管理費では一般管理費の役務費で、直方市役所内



金庫処分手数料 20万 7,460円、公債費では、償還金利子及び割引料で、市債元金償

還金 479万 371円、市債利子償還金 1万 2,544円が支出されている。 

   最近 3ヵ年の住宅資金貸付金の収入状況は、次表のとおりである。 

 

住宅資金貸付金収入状況調 

                   （単位：円、％）（令和 3年 12月末日現在） 

区 分 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 収入率 

令

和

元

年

度 

現年度 8,599,553 3,781,372 4,818,181 43.97 

過年度 372,255,251 8,592,794 363,662,457 2.31 

計 380,854,804 12,374,166 368,480,638 3.25 

令

和

2

年

度 

現年度 3,970,601 2,015,596 1,955,005 50.76 

過年度 368,480,638 9,484,632 361,011,602 2.57 

計 372,451,239 11,500,228 362,966,607 3.09 

令

和

3

年

度 

現年度 1,564,000 536,688 1,027,312 34.32 

過年度 362,966,607 2,893,512 360,073,095 0.80 

計 364,530,607 3,430,200 361,100,407 0.94 

 

住宅資金貸付金の償還者に対し督促・催告等行っており、収入未済額は、ほぼ横ば

いであるが徐々に解消してきている。今後とも、収入未済額の解消のため一層の努力

をされたい。 

次に、当課が所管している基金の令和 3 年 12 月末日の状況をみてみると、直方市

同和地区住宅資金貸付事業特別会計財政調整基金は前年度よりの繰越額が 1,284 万

9,037円、積立額 311万 5,000円で基金現在額は 1,596万 4,037円となっている。 

 

(2) 経理事務の手続き等について 

経理事務については、支出負担行為書、その他関係諸帳簿等照合審査の結果、概ね

良好に処理されていた。 

また、備品については、台帳と照合の結果、備品票の添付がないもの、他課と重複

して登録されているものが見受けられたため、早急に台帳の整理を行い、適正な管理

に努められたい。 

 

(3) 指摘事項について 

特に指摘すべき事項は、見受けられなかった。 



以上が、市民部市民・人権同和対策課に関する定期監査の結果である。 

市民・人権同和対策課は、戸籍法、国籍法、民法、住民基本台帳法、住居表示に関す

る法律、墓地、埋葬等に関する法律、国民年金法、人権教育及び人権啓発の推進に関す

る法律等により住民基本台帳・戸籍等の諸手続や交付事務、国民年金、法律相談、墓地、

火葬場等、基本的な市民生活に直結した重要な業務を担っている。 

併せて、人権尊重意識の高揚と人権課題の解消に向け、関係機関との連携を図りなが

ら、人権教育・人権啓発に向けた各種施策にも取り組まれている。 

また、所管する施設の老朽化に伴う大規模改修や修繕等、施設の維持管理に苦慮され

ており、市民が利用する施設であることから、安全面を考慮し、計画的な施設整備等に

努められたい。 

令和 4年 1月から、亡くなられた市民に対して、遺族が行う届け出のサポートとして

「おくやみ窓口」の開設を行った。故人ごとに手続きが異なるため、遺族が事前に来庁

日を相談しておくと、当日は短時間で遺漏なく手続きが行えることとなった。 

併せて、税務課で申請していた所得証明書や納税証明書等発行も市民年金係の証明書

発行窓口に集約し、来庁者により便利で分かりやすく、市民に寄り添った窓口となるよ

うに努められている。 

課内の構成員一人ひとりが、市役所の顔であるとの認識のもと、研修の充実を図るな

どさらに研鑽を積まれ、市民に信頼されるよう適正な事務の執行、業務の最適化に努め

られるよう望むものである。 


